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中東情勢が急速に動き始めている。6月13日にイスラエルが対イラン軍事作戦「立ち上がる獅子」を
開始し、22日には米国がイランの３つの核施設に対して地下貫通爆弾（バンカーバスター）投下を
含めた空爆を行った。米国がイラン領内に直接攻撃を行うのは初の出来事とされる。

米国介入決定の背景

イラン攻撃を巡り、米政府内では対外介入全般に否定的な「抑制派」とイスラエル全面支持派の間
で意見の対立が報じられていた。初期段階ではイスラエルの攻撃作戦に米国が関与していないこと
が強調される等、「抑制派」の方針がより強く出ていたが、21日までにトランプ大統領の姿勢は
徐々に軍事介入を示唆する方向へ傾いていた。

トランプ大統領が介入を決定した内幕については現状推測の域を出ないが、やはりイスラエルによ
る攻撃作戦が想定以上の成果を出したことが大きいとみられる。米政府内では当初イラン攻撃はリ
スクが大きいという認識が強かったが、イスラエルが攻撃を始めてしまった以上はそれを最大限に
生かすべきという考えの下、機会主義的に介入が決定された可能性が現状では高い。４月以降のイ
ランとの核交渉が行き詰まっていたことも、軍事介入による状況打開を容認する材料になった。

米国・イラン・イスラエルの姿勢

一方で、米国が介入後も依然イラン核問題の交渉による解決を捨てていない点は注目すべきだ。ト
ランプ大統領は空爆直後の会見でイラン政府に対して「いまこそ平和を築くべきだ。そうしなけれ
ば今後の攻撃ははるかに大規模なものになるだろう」と述べ、あくまで軍事作戦の先に外交による
エスカレーション抑制と核問題解決を見据えているという当初方針を改めて示した。

イランにとってイスラエルと米国の軍事力に屈することは受け入れ難いことだが、問題は残された
戦闘継続能力になってくる。元々イランの国防費はイスラエルの1/5程度で、イスラエルの初期攻勢
で大打撃を受けたことも相まって、反撃能力はかなり限られるという見方が強い。とはいえ、イラ
ンの現政権はイスラエルによる攻撃の不当性を主張し、米国への反発・不信感も一段と強まってい
るため、核開発放棄という米国の要請を受け入れることは容易ではないだろう。

もう一つの注目点は、イスラエルが作戦目標をどこに置いているかという点だ。同国のネタニヤフ
首相は15日、イランの「レジーム・チェンジ（体制転換）」も目指しているのかと問われ、「イラ
ンの体制は非常に脆弱なので、その可能性はある」と述べ、否定しなかった。仮にイランが核開発
放棄などの大幅譲歩をした際にも、米欧主導での合意内容にイスラエルが納得しない可能性は残る。

3つのシナリオ

以上のような介在する要素の下で、現状で想定される先行きシナリオとしては、①核開発の断念、
②イランの「体制転換」、③消耗戦の3つが考えられる。核開発の断念では、イランの大幅譲歩や国
際社会の仲介により核合意が再締結される。イランの「体制転換」では、イスラエルによるイラン
の最高指導者ハーメネイ師の暗殺やイラン政府内外の動揺により、ハーメネイ師の下での現体制が
崩壊する。最後に、消耗戦シナリオでは、イラン政権の想定以上の抵抗により戦闘が長期化する。

現状、戦闘開始前までは考えづらかったイランの「体制転換」も完全には排除できない状況となっ
ている。ただし、イスラエルにとって「最良」なこのシナリオの下でも、ポスト・ハーメネイ体制
の一段の強硬化やイラン内政の混乱など、無数のリスクが存在することには留意が必要だろう。
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▽想定される先行きシナリオ

①核開発の断念（Nukes Abandoned）
イランの核開発能力への深刻な打撃、核交渉におけるイランの大幅
譲歩、国際社会の仲介などを材料にイスラエルが作戦を比較的早期
に停止。

②イランの「体制転換」（Regime Change）
イスラエルの攻撃を引き金にハーメネイ体制が崩壊。イラン内外の
勢力が競合してポスト・ハーメネイ体制を形成。イランの政治体制
を巡る見通しは混迷化。

③消耗戦（War of Attrition）
イラン政権の戦闘継続姿勢と想定以上の粘り強さなどにより戦闘状
況が長期化。イスラエルの消耗を受けて域内の親イラン勢力が勢い
を盛り返す可能性も。
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＜介在する要素＞
●イスラエルの作戦目標
●イランの反撃能力と意思
●米国のさらなる介入

＜その他のリスクイベント＞
イラン反撃によるイスラエル被害／ホルムズ海峡封鎖／湾岸諸国への被害（米関連施設等）／原発の放射能漏洩／中ロの介入
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